
第５０回社会保障審議会医療保険部会 

議事次第 

 

 
 平 成 ２ ３ 年 １ ２ 月 １ 日 （ 木 ） 

 １ ６ 時 ０ ０ 分 ～ １ ８ 時 ０ ０ 分 

  場所：ホテルフロラシオン青山２階「芙蓉」 

 

（議 題） 
   
  １． 高齢者医療制度の見直しについて 

 

  ２． 協会けんぽの財政健全化の取組について 

 

３． 議論の整理（案） 

 

４． その他 

 

 

（配布資料） 

【議題１について】 

 資料１  高齢者医療制度の見直しについて 
 

【議題２について】 

 資料２  協会けんぽの財政健全化の取組について 
 

【議題３について】 

 資料３  議論の整理（案） 

 参考資料 議論の整理（案） 参考資料 
 

【その他】 

資料４  医療サービスの機能強化と効率化・重点化（行政刷新会議の評価

結果等） 

 資料５   後発医薬品の使用促進など薬の有効な使用策（行政刷新会議の 

評価結果等） 

 資料６  平成 24年度診療報酬改定の基本方針 

 資料７  社会保障審議会医療保険部会・医療部会における各委員の発言 

要旨 



平成23年12月1日現在

えんどう　ひさお

   ◎遠藤　久夫 学習院大学経済学部教授

すがや　いさお

  　　菅家　功 日本労働組合総連合会副事務局長

ふくだ　とみかず

  　　福田　富一 全国知事会社会文教常任委員長／栃木県知事

あべ　よしひろ

  　　安部　好弘 日本薬剤師会常務理事

いわむら　まさひこ

   ○岩村　正彦 東京大学大学院法学政治学研究科教授

いわもと　やすし

  　　岩本　康志 東京大学大学院経済学研究科教授

おおたに　たかこ

  　　大谷　貴子 全国骨髄バンク推進連絡協議会顧問

おかざき　せいや

  　　岡﨑　誠也 全国市長会国民健康保険対策特別委員長／高知市長

かわじり　たかお

  　　川尻　郎 全国老人クラブ連合会理事

こばやし　たけし

  　　小林　剛 全国健康保険協会　理事長

さいとう　のりこ

齋藤　訓子 日本看護協会常任理事

さいとう　まさのり

  　　齊藤　正憲 日本経済団体連合会社会保障委員会医療改革部会長

さいとう　まさやす

  　　齋藤　正寧 全国町村会副会長／秋田県井川町長

しばた　まさと

  　　柴田　雅人 国民健康保険中央会理事長

しらかわ　しゅうじ

  　　白川　修二 健康保険組合連合会専務理事

すずき　くにひこ

  　　鈴木　邦彦 日本医師会常任理事

たけひさ　ようぞう

武久　洋三 日本慢性期医療協会会長

ひぐち　けいこ

  　　樋口　恵子 NPO法人高齢社会をよくする女性の会理事長

ほり　けんろう

  　　  堀　憲郎 日本歯科医師会常務理事

やました　いっぺい

  　　山下　一平 日本商工会議所社会保障専門委員会委員

よこお　としひこ

  　　横尾　俊彦 全国後期高齢者医療広域連合協議会会長／多久市長

わだ　よしたか

  　　和田　仁孝 早稲田大学法学学術院教授

　◎印は部会長、○印は部会長代理である。
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協会けんぽの財政健全化の取組について 

平成２３年１２月１日 

厚 生 労 働 省 保 険 局 

平成２３年１２月１日 第５０回社会保障審議会医療保険部会 資料２  



協会けんぽの財政再建の特例措置（H22～24年度の３年間） 

１ 国庫補助率の引上げ ：１３％→１６．４％（本則水準） 
  ・国庫補助引上げに必要な財源 
   ２３・２４年度 約１８００億円  ２２年度（８カ月分） 約１２００億円 
  ・国庫の純増 
   ２３・２４年度 約９２０億円  ２２年度（８カ月分） 約６１０億円 

   

 

 
２ 後期高齢者支援金（１／３）への総報酬割の導入 
  ・負担能力に応じた分担（総報酬割） 
 
３ 単年度収支均衡原則の緩和 
  ・平成21年度末の累積債務4500億円を３年間で解消  

協会けんぽの平均保険料率 
８．２％（H21）→９．９％（特例措置なかりせば）→９．３４％の引上げに抑制 

※ ２５年度以降の国庫補助率：「高齢者医療制度の検討状況とともに、協会
けんぽの財政状況、国の財政状況等を勘案の上、２４年度までの間に検討」
（改正法附則の検討規定） 

１ 

「医療保険制度の安定的運営を図るための国民健康保険法等の一部を改正する 
法律（平成２２年法律第３５号）」（平成２２年通常国会で改正）による措置 



  
 附則第５条及び第５条の２の規定について、協会が管掌する健康
保険の財政状況、高齢者の医療に要する費用の負担の在り方につ
いての検討の状況、国の財政状況その他の社会経済情勢の変化
等を勘案し、平成２４年度までの間に検討を行い、必要があると認
めるときは、所要の措置が講ぜられるものとする。 

協会けんぽの国庫補助（１３％→１６．４％）の規定 
「附則第５条の特例規定として、３年間の経過措置を追加」 

  
 国庫は、「１６．４％から２
０％までの範囲内において
政令で定める割合」（※）を
補助 
※政令は制定されていない。 

本則 
  
 当分の間、本則中  
「１６．４％から２０％まで
の範囲内において政令で
定める割合」とあるのは
「１３％」とする。 

附則 
第５条 

 平成２２年度から２４年度
までの間、附則第５条中「１
３％」とあるのは   
「１６．４％」とする。 

【追加】 
附則第５条の２ 

 【追加】改正法附則第２条：検討規定 

２ 

○協会けんぽの国庫補助率の規定は、平成22年国保法等の一部改正法により、それまでの健康保険法の附則 
 の規定で「当分の間１３％」としているものを、さらに３年間（２２年度～２４年度）読み替える改正を 
 行った。 
○改正法の規定は、２４年度までの規定であるので、２４年度中に法律上の手当を行わない場合、国庫補助 
 の水準が１３％に戻ることになる。 



○ 協会が負担する後期高齢者支援金は、今後も増加していくことが見込まれる。 
○ 24年度までの協会けんぽの財政再建の特例措置の終了後に、３分の１総報酬割から全面加入者割となる場  
  合、協会けんぽの25年度の支援金等の負担は、24年度より急激に上昇することになる。 

（注１）後期高齢者支援金に係る前期納付金分も含む。 
（注２）平成23年６月２日社会保障改革に関する集中検討会議で公表している将来推計を基礎として推計。 
（注３）診療報酬改定等の影響は含んでいない。また、精算は含んでいない。 

協会けんぽの後期高齢者支援金の見通し 

（年度） 

３ 

（兆円） 

1.6  

1.7  

1.8  

1.9  

2.0  

2.1  

2.2  

24 25 26 27 

全面加入者割の場合 
（総報酬割なし） 

３分の１総報酬割の場合 



被用者保険の所得の比較 

○ 一人当たり総報酬額を見ると、260万円から1200万円までばらつきがある。  
○ 健保組合平均の一人当たり総報酬額（536万円）は、協会けんぽの一人当たり総報酬額（３７０万円）の1.45倍。 

（注）健康保険組合の平成22年度決算見込より作成。 
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（組合数） 

550万円以上の組合は約４割 

健保組合 
536万円 

協会けんぽ 
370万円 

1.45倍 

４ 



○ 平成15年度から総報酬制（賞与も保険料算定の基礎とする）の導入とともに、中小企業の経営環境の 
  悪化に伴い、協会けんぽと健保組合の保険料率の差も拡大。 

【出典】健康保険組合の保険料率（調整保険料率含む）は、「組合決算概況報告」、「平成22年度健保組合決算見込の概要」 
    及び「平成23年度健康保険組合の予算早期集計について」による。 
（注）平成24年度の協会けんぽの料率は、11月21日全国健康保険協会運営委員会資料より 

（%） 

協会けんぽと健保組合の保険料率の推移 

（年度） 
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健保組合（平均） 
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（参考） 
 ① 総報酬額の見通し：次の３ケースの賃金上昇率を使用 
 
 
 
 
 
 
 （注）経済低位ケースは、厚生労働省「国民年金及び厚生年金に係る財政の現状及び見通し（平成21年財政検証結果）」（平成21年2月）に

おける賃金上昇率の前提である。 
   
 ② 医療給付費の伸び率は、70歳未満は1.6％、70歳以上75歳未満は1.9％、75歳以上は2.2％とし、70歳以上75歳未満の患者負担の特例

的引下げは24年度以降も継続されると仮定している。 

賃金上昇率の見通し 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

（１） 経済低位ケース × 0.5 0.70% 0.80% 0.80% 1.05% 

（２） ０％で一定 0%  0% 0% 0% 

（３） 過去１０年間の平均で一定 ▲ 0.6% ▲ 0.6% ▲ 0.6% ▲ 0.6% 

協会けんぽの平成24～28年度の平均保険料率の見通し試算（全国健康保険協会試算） 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

（１） 経済低位ケース×0.5 

10.0％ 

10.2％ 10.5％ 10.6％ 10.8％ 

（２）平成24年度以降 ０％ 10.3％ 10.6％ 10.9％ 11.1％ 

（３）平成24年度以降▲０.６％  10.3％ 10.7％ 11.1％ 11.4％ 

 協会けんぽで、第28回協会けんぽ運営委員会資料（平成23年3月16日）における収支見通しの前提を基本とし、平成24年度の収
支見込み（平成23年11月21日運営委員会提出資料）を足下とした５年間の収支見通しを試算した。 

平成23年11月21日全国健康保険協会 
運営委員会提出資料から作成 

６ 



協会けんぽ対策の今後の在り方について 

協会けんぽ 健保組合 共済 被用者保険計 

現
行 

2/3 加入者割 1兆2,800億円 1兆1,100億円 3,500億円 2兆7,500億円 

加入者数 3,380万人（47%） 2,880万人（40%） 900万人（13%） 7,180万人 

1/3 総報酬割 5,300億円 6,100億円 2,200億円 1兆3,700億円 

総報酬額 70.7兆円（39%） 81.3兆円（45%） 28.7兆円（16%） 181.0兆円 

計（①） 1兆8,100億円 1兆7,300億円 5,700億円 4兆1,200億円 

全面総報酬割（②） 1兆6,000億円 1兆8,500億円 6,500億円 4兆1,200億円 

負担額の変化（②-①） ▲2,100億円* 1,300億円 800億円  ±0億円 

全面総報酬割を導入した場合の各保険者の支援金負担額の変化（Ｈ25年度推計） 

健保組合 共済 

負担増 ８８０ ８３ 

負担減 ５６４ ２ 

総報酬割拡大により負担増・負担減となる保険者数（H25年度推計） 

＊全面総報酬割を導入した場合、健保 
 組合・共済組合との財政力の違いに 
 着目した協会けんぽの支援金負担へ 
 の国庫負担（H25年度2,100億円）は 
 不要となる。なお、この場合、協会 
 けんぽの保険料負担は±0となる。 
＊協会けんぽに対する国庫補助率20％ 
 への引上げを実施した場合、公費所 
 要額2,100億円（全面総報酬割ベース）。 

○協会けんぽについては、団塊の世代の高齢化を控える中で、財政状況が急激に悪化しており、緊急の財政支援が必要。
また、平成21年度以降、健保組合と協会けんぽの保険料率の乖離は急速に拡大。 

 

○他方、後期高齢者支援金について、「高齢者医療制度改革会議」最終とりまとめ（平成22年12月20日）では、現行の
負担能力に応じた公平な支え合いの仕組みとする観点から、被用者保険における総報酬割を後期高齢者支援金の1/3か
ら全体に拡大する旨を提示。 

 

  ※最終とりまとめでは、現役並み所得を有する75歳以上高齢者の医療給付費についても、他と同様５割の公費負担を行う旨 
  を提示。（総報酬割の導入によって得られる国庫負担分については、協会けんぽに対する国庫負担割合の引上げのほか、 
  財政力の弱い健保組合への支援、前期高齢者への公費投入に活用すべきとの意見あり。） 
 

○協会けんぽに対する緊急の財政支援の必要性が増している中で、これらの施策の組合せをどう考えるか。 

※ 全面総報酬割を導入した場合の各保険者の支援金負担額の変化 
  については、後期高齢者支援金に係る前期納付金分も含む。 
 

※ いずれも2011年度賦課ベースに基づく推計 ７ 



協会けんぽ 健保組合 共済 被用者保険計 

現
行 

2/3 加入者割 1兆2,800億円 1兆1,100億円 3,500億円 2兆7,500億円 

加入者数 3,380万人（47%） 2,880万人（40%） 900万人（13%） 7,180万人 

1/3 総報酬割 5,300億円 6,100億円 2,200億円 1兆3,700億円 

総報酬額 70.7兆円（39%） 81.3兆円（45%） 28.7兆円（16%） 181.0兆円 

計（①） 1兆8,100億円 1兆7,300億円 5,700億円 4兆1,200億円 

全面総報酬割（②） 1兆6,000億円 1兆8,500億円 6,500億円 4兆1,200億円 

負担額の変化（②-①） ▲2,100億円* 1,300億円 800億円 ±0億円 

2/3総報酬割（③） 1兆7,100億円 1兆7,900億円 6,100億円 4兆1,200億円 

負担額の変化（③-①） ▲1,000億円* 600億円 400億円 ±0億円 

1/2総報酬割（④） 1兆7,600億円 1兆7,600億円 5,900億円 4兆1,200億円 

負担額の変化（④-①） ▲500億円* 300億円 200億円 ±0億円 

総報酬割を拡大した場合の各保険者の支援金負担額の変化（Ｈ25年度推計） 

＊総報酬割を拡大した場合、拡大した部分に対する健保組合・共済組合との財政力の違いに着目した協会けんぽの支援金負担への 
 国庫負担（全面総報酬割のとき2100億円、2/3総報酬割のとき1000億円、1/2総報酬割のとき500億円）は不要となる。 
 したがって、これらの場合、協会けんぽの保険料負担はいずれも±0となる。 

※ 各保険者の支援金負担額の変化については、後期高齢者支援金 
 に係る前期納付金分も含む。 
 

※ 2011年度賦課ベースに基づく推計 ８ 
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議論の整理（案） 

平成 23 年 12 月 日 

社会保障審議会医療保険部会 

 

 

社会保障審議会医療保険部会は、「社会保障・税一体改革成案」（平成 23

年 6 月 30 日政府・与党社会保障検討本部決定。以下「成案」という。）を受

けて、本年 7 月 21 日以降、成案の具体化に向けて審議を重ねてきた。以下、

当部会におけるこの間の議論を整理する。 

 

 

１．地域の実情に応じたサービスの提供体制の効率化・重点化と機能強化 

 

○ 成案には、病院・病床機能の分化・強化と連携（急性期医療への医療資

源の集中投入等）、在宅医療の充実、重点化・効率化等が盛り込まれており、

これを着実に実現していく必要がある。平成 24 年度の診療報酬・介護報酬

の同時改定はこの実現に向けた第一歩とすべく、「平成 24 年度診療報酬改

定の基本方針」を医療部会とともに取りまとめた。 

 

○ 来年度の改定のみならず、超高齢社会のあるべき医療の姿を見据えつつ、

引き続き、「平成 24 年度診療報酬改定の基本方針」に盛り込まれた「将来

を見据えた課題」について関係審議会で議論を重ねていく。 

 

 

 

２．高度・長期医療への対応(セーフティネット機能の強化)と給付の重点化 

 

（高額療養費の改善） 

○ 近年、医療の高度化により、がんの患者など長期にわたって高額な医療

を受ける方が増えており、これらの方の負担を軽減し、医療保険のセーフ

ティネット機能の強化が求められている。 

 

○ 現在の高額療養費制度は、70 歳未満の一般所得者の所得区分の年収の幅

が大きい（年収約 210 万～790 万円）ため、低所得層の負担が重くなって

いる。また、自己負担上限額が月単位で設定されているため、自己負担上

限額は超えない水準の負担で、長期にわたって療養される方の負担が軽減

されない場合がある。 

平成 23年 12月 1日 第 50回社会保障審議会医療保険部会 資料３ 
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○ これらの課題に対応するため、自己負担上限額を細分化し、中低所得層

の負担を重点的に軽減するとともに、年単位で新たに上限額を設定する改

善案について検討を行った。 

 

○ 高額療養費の改善の必要性については、異論がなかったが、財源をどの

ように賄うかについては、意見が分かれた。 

 

 

（受診時定額負担） 

○ 高額療養費の改善については、昨年度の当部会でも議論したが、保険財

政が厳しい中、更に高額療養費の改善による給付費の増加を保険料の引き

上げで賄うことは困難である等の意見があり、改善は見送られたという経

緯がある。 

 

○ 今年度の検討においては、６月に取りまとめられた成案で、セーフティ

ネット機能の強化と給付の重点化を併せて実施する観点から、「高額療養費

の見直しによる負担軽減と、その規模に応じた受診時定額負担等の併せた

検討（病院・診療所の役割分担を踏まえた外来受診の適正化も検討）。ただ

し、受診時定額負担については低所得者に配慮。」とされたことを踏まえ、

高額療養費改善の財源として、外来受診時に 100 円（低所得者は 50 円）の

受診時定額負担について議論を行った。  

 

○ 受診時定額負担については、①患者だけが負担するのでなく、健康な人

も含めて保険料や公費で広く負担すべき、②受診抑制により病状が悪化す

るおそれがある等の理由から、導入に反対の意見があった。 

 

○ 一方で、①医療費は保険料・公費・自己負担の組み合わせで確保する必

要があるが、保険財政の現状を考えると、高額療養費の改善を保険料の引

き上げで賄うのは困難、②財源を保険料に求める場合、負担の大部分が若

年者に転嫁される等の理由から、受診時定額負担も一つの選択肢との意見

もあった。 

 

〇 また、保険者間の財政影響が異なるので財政調整の方法も併せて議論す

る必要がある、財源の問題は理解するが、高額な医療を受ける患者は大変

困っており高額療養費の改善は早急に実施して欲しいという意見もあった。 
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○ なお、成案では「病院・診療所の役割分担を踏まえた外来受診の適正化

も検討」とされており、大病院での外来の受診時のみ定額負担を求めるこ

とについても検討を行ったが、これにより高額療養費の改善に必要な財源

を賄うべきとの意見はなかった。 

 

○ 高額療養費の改善により、長期にわたって療養される方の負担を軽減す

ることは喫緊の課題であり、財源の確保とあわせてさらに検討を進める必

要がある。 

 

 

 

３．市町村国保の財政基盤の安定化・強化・広域化 

 

○ 市町村国保は、被用者保険と比べて、①年齢構成が高く医療費水準が高

い、②所得水準が低い、③所得に占める保険料負担が重い、④保険料収納

率が低いという構造的な問題を抱えている。このため、市町村が多額の一

般会計繰入を行うなど、市町村財政にとっても大きな負担となっている。 

 

○ また、市町村合併後も、財政運営が不安定になるリスクの高い小規模保

険者が依然として多数存在しているほか、医療費や所得、保険料の市町村

格差が大きく、所在する市町村によって保険料が異なることに対する不公

平感もある。 

 

○ こうした市町村国保の構造的な問題に対応するため、低所得者保険料軽

減の拡充や所得水準の低い保険者に対する支援の拡充等の財政基盤の強

化を行うとともに、財政運営を都道府県単位に広域化することにより、財

政基盤の安定化を図ることが必要である。 

 

○  今年２月から開催されている「国民健康保険制度の基盤強化に関する国

と地方の協議」において、市町村国保の財政基盤強化策及び財政運営の都

道府県単位化の具体的内容については、引き続き協議を行った上で、税制

抜本改革とともに、制度見直しを行う。 

 
（注）成案の別紙２「社会保障改革の具体策、工程及び費用試算」において、

「併せて検討」とされている「被用者保険の適用拡大」については、現

在、「短時間労働者に対する社会保険適用等に関する特別部会」において

議論されている。 
 



- 4 - 
 

４．高齢者医療制度の見直し 

 

＜次回提示＞ 

 

５．協会けんぽの財政健全化の取組 

 

＜次回提示＞ 

 

 

６．給付の重点化・制度運営の効率化 

 

医療費は増大する一方で、厳しい経済情勢を反映し、保険財政は非常に厳

しい現状にある。また、今後は、更なる高齢化の進展、医療の高度化、医療

提供体制の機能強化等により、医療費が増加することが見込まれている。  

このような中、国民の信頼に応え得る高機能で中長期的に持続可能な医療

保険制度とするためには、必要な機能の充実は図りつつ、給付の重点化・制

度運営の効率化も併せて行っていくことが必要である。  

成案においても、このような観点から、重点化・効率化を同時に実施する

こととされており、受診時定額負担のほか、次のような項目が盛り込まれて

おり、議論を行った。 

このほか、行政刷新会議等においても、給付の重点化・制度運営の効率化

に関する施策が求められている。  

 

 

（70～74 歳の患者負担割合） 

○ 70～74 歳の方の患者負担割合については、現行法上、２割負担と法定さ

れている中で、毎年度約 2000 億円の予算措置を講ずることにより、１割負

担に凍結されているところ、「高齢者医療制度改革会議」の最終とりまとめ

（平成 22 年 12 月 20 日）において、個々人の負担が増加しないよう配慮す

るとともに、現役世代の保険料負担の増加にも配慮し、70 歳に到達する方

から段階的に本来の 2 割負担とする旨が提案されていることを踏まえ、議

論を行った。 

 

○ 70～74 歳の患者負担については、世代間で不公平が生じている状況を踏

まえ、法律上 2 割負担とされていることを尊重する観点からも、速やかに

法定割合に戻すことが適当とする意見が多かった。なお、一部の委員から

は、日本の患者負担割合は国際的に見て高水準にある中で、患者負担割合

は 1 割のままとすべきとの意見もあった。 
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（医薬品の患者負担） 

＜次回提示＞ 

 

（後発医薬品の使用促進） 

 ＜次回提示＞ 

 

 

（入院時の食費・居住費） 

○ 入院時の食費・居住費については、①入院時の食事管理は治療の一環で

あり、通常の食事とは区別して考えるべき、②居住費の負担が入院前の住

居との二重の負担にならないようにすべき、等の理由から、見直しに慎重

な意見が大勢を占めた。なお、一部の委員からは、事業仕分けの考え方に

基づき見直しを進めるべきとの意見もあった。 

 

 

（現金給付（傷病手当金）の見直し） 

○ 傷病手当金について、不正請求防止の観点等から、①支給上限額の設定

や、②標準報酬の平均額に基づき支給額を決定すべきとの意見があったが、

これらについては、保険料負担に応じた給付という傷病手当金の基本的な

考え方や実務のコストの面から問題との意見があった。 

 

○ また、不正請求の防止に加え、保険者機能の強化の観点から、事業主へ

の質問・調査権限の法律上の明確化を検討すべきとの意見があった。 

 

 

（生活習慣病予防） 

○ 特定健診・保健指導について、「保険者による健診・保健指導等に関する

検討会」での議論や制度導入からこれまでの実績を踏まえ、その在り方を

検討し、引き続き生活習慣病を予防する取組を推進する。 

 

 

（ＩＣＴ利活用の推進、レセプト審査の質の向上・業務の効率化） 

○ 本年 4 月に電子レセプトによる請求が原則化されたが、今後もレセプト

電子化が猶予されている医療機関について電子レセプトへの移行を勧奨す

るなど、更なるレセプトの電子化を推進することにより、レセプト審査の

質の向上・業務の効率化を図る。 
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（保険者による適正受診の勧奨等の保険者機能の発揮） 

○ 保険者による被保険者に対する受診勧奨や頻回・重複受診への指導、重

症化予防などの取組など保険者機能の発揮による制度運営の効率化等を推

進する。 

 

 

（療養費の見直し） 

○ 柔道整復等の療養費について、審査体制の強化などその適正な支給を求

める意見が多かったこと、会計検査院等からも指摘を受けていること、療

養費は国民医療費の伸びを近年上回って増加している現状などを踏まえ、

平成 24 年療養費改定において適切に対応するとともに、関係者による検討

会を設け、中・長期的な視点に立って、柔道整復療養費等の在り方の見直

しを行う。 

 

 

（国保組合の補助率の見直し） 

○ 3 大臣合意（平成 22 年 12 月 17 日、国家戦略担当大臣・財務大臣・厚生

労働大臣）を踏まえ、保険者間の公平を確保する観点から、所得水準の高

い国民健康保険組合（以下「国保組合」という。）に対する国庫補助の見直

しを行う。 

 

○  なお、所得水準の高い国保組合についても、国庫補助を完全に廃止する

ことは財政運営への影響が大きい、国庫補助を廃止した場合には国保組合

の解散等の可能性もあることから財政影響について精査する必要がある、

という意見もあった。 

 

 

 

以上のほか、短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大、産休期間中の

保険料免除といった年金改革とともに進めていくべき課題もある。当部会と

して意見の隔たりがあった点もあるが、社会保障・税一体改革は喫緊の課題

であり、厚生労働省においては、当部会における種々の意見に十分に留意し

つつ、改革を進められたい。 
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